
1
沖縄科学技術研究基盤整備
機構

内閣

沖縄振興特別措置法第４条第１項に規定する沖縄振興計画に基づく同法第８５条第２項に規定す
る大学院を置く大学の設置の準備と併せて、沖縄を拠点とする国際的に卓越した科学技術に関す
る研究及び開発（以下「研究開発」という。）等を推進することにより、沖縄における科学技術に関
する研究開発の基盤の整備を図り、もって沖縄の自立的発展及び世界の科学技術の発展に寄与
すること

171 112 133

2 情報通信研究機構 総務

情報の電磁的流通（総務省設置法 第４条第６３号に規定する情報の電磁的流通をいう）及び電波
の利用に関する技術の研究及び開発、高度通信・放送研究開発を行う者に対する支援、通信・放
送事業分野に属する事業の振興等を総合的に行うことにより、情報の電磁的方式による適正かつ
円滑な流通の確保及び増進並びに電波の公平かつ能率的な利用の確保及び増進に資すること

430 389 341

3 酒類総合研究所 財務
酒類に関する高度な分析及び鑑定を行い、並びに酒類及び酒類業に関する研究、調査及び情報
提供等を行うことにより、酒税の適正かつ公平な賦課の実現に資するとともに、酒類業の健全な
発達を図り、あわせて酒類に対する国民の認識を高めること

49 12 11

4 国立科学博物館 文科
博物館を設置して、自然史に関する科学その他の自然科学及びその応用に関する調査及び研究
並びにこれらに関する資料の収集、保管（育成を含む。）及び公衆への供覧等を行うことにより、自
然科学及び社会教育の振興を図ること

129 31 30

5 物質・材料研究機構 文科
物質・材料科学技術（物質に関する科学技術であって材料の創製に資することとなるもの及び材
料としての物質に関する科学技術をいう。）に関する基礎研究及び基盤的研究開発等の業務を総
合的に行うことにより、物質・材料科学技術の水準の向上を図ること

873 168 156

6 防災科学技術研究所 文科

防災科学技術（天災地変その他自然現象により生ずる災害を未然に防止し、これらの災害が発生
した場合における被害の拡大を防ぎ、及びこれらの災害を復旧することに関する科学技術をい
う。）に関する基礎研究及び基盤的研究開発等の業務を総合的に行うことにより、防災科学技術
の水準の向上を図ること

196 84 80

7 放射線医学総合研究所 文科
放射線の人体への影響、放射線による人体の障害の予防、診断及び治療並びに放射線の医学
的利用に関する研究開発（研究及び開発をいう。以下同じ。）等の業務を総合的に行うことにより、
放射線に係る医学に関する科学技術の水準の向上を図ること

511 118 121

8 科学技術振興機構 文科

新技術の創出に資することとなる科学技術（人文科学のみに係るものを除く。）に関する基礎研
究、基盤的研究開発、新技術の企業化開発等の業務及び我が国における科学技術情報に関する
中枢的機関としての科学技術情報の流通に関する業務その他の科学技術の振興のための基盤
の整備に関する業務を総合的に行うことにより、科学技術の振興を図ること

1,709 1,067 1,027

9 日本学術振興会 文科
学術研究の助成、研究者の養成のための資金の支給、学術に関する国際交流の促進、学術の応
用に関する研究等を行うことにより、学術の振興を図ること

102 1,568 197

10 理化学研究所 文科
科学技術（人文科学のみに係るものを除く。以下同じ。）に関する試験及び研究等の業務を総合的
に行うことにより、科学技術の水準の向上を図ること

3,107 951 919

11 宇宙航空研究開発機構 文科

大学との共同等による宇宙科学に関する学術研究、宇宙科学技術（宇宙に関する科学技術をい
う。以下同じ。）に関する基礎研究及び宇宙に関する基盤的研究開発並びに人工衛星等の開発、
打上げ、追跡及び運用並びにこれらに関連する業務を、平和の目的に限り、総合的かつ計画的に
行うとともに、航空科学技術に関する基礎研究及び航空に関する基盤的研究開発並びにこれらに
関連する業務を総合的に行うことにより、大学等における学術研究の発展、宇宙科学技術及び航
空科学技術の水準の向上並びに宇宙の開発及び利用の促進を図ること

2,157 2,411 2,267

12 海洋研究開発機構 文科
平和と福祉の理念に基づき、海洋に関する基盤的研究開発、海洋に関する学術研究に関する協
力等の業務を総合的に行うことにより、海洋科学技術の水準の向上を図るとともに、学術研究の
発展に資すること

925 403 383

13 日本原子力研究開発機構 文科

原子力に関する基礎的研究及び応用の研究並びに核燃料サイクルを確立するための高速増殖
炉及びこれに必要な核燃料物質の開発並びに核燃料物質の再処理に関する技術及び高レベル
放射性廃棄物の処分等に関する技術の開発を総合的、計画的かつ効率的に行うとともに、これら
の成果の普及等を行い、もって人類社会の福祉及び国民生活の水準向上に資する原子力の研
究、開発及び利用の促進に寄与すること

4,683 1,848 1,810

14 国立健康・栄養研究所 厚労
国民の健康の保持及び増進に関する調査及び研究並びに国民の栄養その他国民の食生活に関
する調査及び研究等を行うことにより、公衆衛生の向上及び増進を図ること

46 8 7

15 労働安全衛生総合研究所 厚労
事業場における災害の予防並びに労働者の健康の保持増進及び職業性疾病の病因、診断、予
防その他の職業性疾病に係る事項に関する総合的な調査及び研究を行うことにより、職場におけ
る労働者の安全及び健康の確保に資すること

117 28 17

16 医薬基盤研究所 厚労

医薬品技術及び医療機器等技術に関し、医薬品及び医療機器等並びに薬用植物その他の生物
資源の開発に資することとなる共通的な研究、民間等において行われる研究及び開発の振興等
の業務を行うことにより、医薬品技術及び医療機器等技術の向上のための基盤の整備を図り、
もって国民保健の向上に資すること

83 122 103

17
農業・食品産業技術総合研
究機構

農水

農業及び食品産業に関する技術上の総合的な試験及び研究等を行うことにより、農業及び食品
産業に関する技術の向上に寄与するとともに、民間等において行われる生物系特定産業技術に
関する試験及び研究の促進に関する業務を行うことにより、生物系特定産業技術の高度化に資
するほか、近代的な農業経営に関する学理及び技術の教授を行うことにより、農業を担う人材の
育成を図ること

2,946 506 486

18 農業生物資源研究所 農水
生物資源の農業上の開発及び利用に関する技術上の基礎的な調査及び研究、昆虫その他の無
脊椎動物の農業上の利用に関する技術上の試験及び研究等を行うことにより、生物の農業上の
利用に関する技術の向上に寄与すること

387 74 72

19 農業環境技術研究所 農水
農業生産の対象となる生物の生育環境に関する技術上の基礎的な調査及び研究等を行うことに
より、その生育環境の保全及び改善に関する技術の向上に寄与すること

180 33 33

20
国際農林水産業研究セン
ター

農水
熱帯又は亜熱帯に属する地域その他開発途上にある海外の地域における農林水産業に関する
技術上の試験及び研究等を行うことにより、これらの地域における農林水産業に関する技術の向
上に寄与すること

189 38 38

研究開発独立行政法人（注１）の目的（注２）

主務
府省

No
法人名

（※は公務員型）

常勤
職員数
（人）注３

注１）「研究開発独立行政法人」として研究開発システムの改革等の推進等による研究開発等の効率的推進に関する法律（平成20年法律第63号）」第２条第
８項に基づき、研究開発等、研究開発であって公募によるものに係る業務又は科学技術に関する啓発及び知識の普及に係る業務を行うもののうち重要なもの
として同法別表に記されたものを掲載。
注２）個別の独立行政法人設置法第３条に示された目的を記述。

目的
平成21年度
予算（注４）

平成22年度
政府予算案

（注４）

資料４



主務
府省

No
法人名

（※は公務員型）

常勤
職員数
（人）注３

目的
平成21年度
予算（注４）

平成22年度
政府予算案

（注４）

21 森林総合研究所 農水
森林及び林業に関する総合的な試験及び研究、林木の優良な種苗の生産及び配布等を行うこと
により、森林の保続培養を図るとともに、林業に関する技術の向上に寄与すること

1,326 513 436

22 水産総合研究センター 農水

・水産に関する技術の向上に寄与するための総合的な試験及び研究等を行うとともに、さけ類及
びます類のふ化及び放流を行うこと
・その他海洋水産資源開発促進法 に規定する海洋水産資源の開発及び利用の合理化のための
調査等を行うこと

972 203 191

23 産業技術総合研究所 経産
鉱工業の科学技術に関する研究及び開発等の業務を総合的に行うことにより、産業技術の向上
及びその成果の普及を図り、もって経済及び産業の発展並びに鉱物資源及びエネルギーの安定
的かつ効率的な供給の確保に資すること

3,115 670 630

24
新エネルギー・産業技術総合
開発機構

経産

・石油代替エネルギーに関する技術及びエネルギー使用合理化のための技術並びに鉱工業の技
術に関し、民間の能力を活用して行う研究開発（研究及び開発をいう。以下同じ。）、民間において
行われる研究開発の促進、これらの技術の利用の促進等の業務を国際的に協調しつつ総合的に
行うことにより、産業技術の向上及びその企業化の促進を図り、もって内外の経済的社会的環境
に応じたエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに経済及び産業の発展に資するこ
と。
・その他、気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書（以下「京都議定書」という。）第６条
３に規定する排出削減単位の取得に通ずる行動に参加すること、京都議定書第１２条９に規定す
る認証された排出削減量の取得に参加すること及び京都議定書第１７条に規定する排出量取引
に参加すること等により、我が国のエネルギーの利用及び産業活動に対する著しい制約を回避し
つつ京都議定書第３条の規定に基づく約束を履行することに寄与すること。

944 2,347 2,097

25
石油天然ガス・金属鉱物資
源機構

経産

石油及び可燃性天然ガス（以下「石油等」という。）の探鉱等並びに金属鉱物の探鉱に必要な資金
の供給その他石油及び可燃性天然ガス資源並びに金属鉱物資源の開発を促進するために必要
な業務並びに石油及び金属鉱産物の備蓄に必要な業務を行い、もって石油等及び金属鉱産物の
安定的かつ低廉な供給に資するとともに、金属鉱業等による鉱害の防止に必要な資金の貸付け
その他の業務を行い、もって国民の健康の保護及び生活環境の保全並びに金属鉱業等の健全な
発展に寄与すること

472 1,285 1,483

26 土木研究所 国交

建設技術及び北海道開発局の所掌事務に関連するその他の技術のうち、土木に係るもの（以下
「土木技術」という。）に関する調査、試験、研究及び開発並びに指導及び成果の普及等を行うこと
により、土木技術の向上を図り、もって良質な社会資本の効率的な整備及び北海道の開発の推進
に資すること

486 100 96

27 建築研究所 国交
建築及び都市計画に係る技術（以下「建築・都市計画技術」という。）に関する調査、試験、研究及
び開発並びに指導及び成果の普及等を行うことにより、建築・都市計画技術の向上を図り、もって
建築の発達及び改善並びに都市の健全な発展及び秩序ある整備に資すること

92 21 20

28 交通安全環境研究所 国交
運輸技術のうち陸上運送及び航空運送に係るものに関する試験、調査、研究及び開発等を行うこ
とにより、陸上運送及び航空運送に関する安全の確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用
の確保を図ること

101 22 19

29 海上技術安全研究所 国交
船舶に係る技術並びに当該技術を活用した海洋の利用及び海洋汚染の防止に係る技術に関す
る調査、研究及び開発等を行うことにより、海上輸送の安全の確保及びその高度化を図るととも
に、海洋の開発及び海洋環境の保全に資すること

211 36 33

30 港湾空港技術研究所 国交
港湾及び空港の整備等に関する調査、研究及び技術の開発等を行うことにより、効率的かつ円滑
な港湾及び空港の整備等に資するとともに、港湾及び空港の整備等に関する技術の向上を図る
こと

103 17 15

31 電子航法研究所 国交
電子航法（電子技術を利用した航法をいう。以下同じ。）に関する試験、調査、研究及び開発等を
行うことにより、交通の安全の確保とその円滑化を図ること

60 17 17

32 国立環境研究所 環境
地球環境保全、公害の防止、自然環境の保護及び整備その他の環境の保全（良好な環境の創出
を含む。以下単に「環境の保全」という。）に関する調査及び研究を行うことにより、環境の保全に
関する科学的知見を得、及び環境の保全に関する知識の普及を図ること

243 102 128

1 国立がん研究センター 厚労

がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に
密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、がんその他
の悪性新生物に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に
寄与すること

1342
（注5）

95

2 国立循環器病研究センター 厚労
循環器病に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する
医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、循環器病に関する高度か
つ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与すること

1010
（注5）

59

3
国立精神・神経医療研究セ
ンター

厚労

精神疾患、神経疾患、筋疾患及び知的障害その他の発達の障害（以下「精神・神経疾患等」とい
う。）に係る医療並びに精神保健に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接
に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、精神・神経疾患
等に関する高度かつ専門的な医療及び精神保健の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進
に寄与すること

616
（注5）

62

4 国立国際医療研究センター 厚労

感染症その他の疾患であって、その適切な医療の確保のために海外における症例の収集その他
国際的な調査及び研究を特に必要とするもの（以下「感染症等」という。）に係る医療並びに医療
に係る国際協力に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療
の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、感染症等に関する高度かつ専
門的な医療、医療に係る国際協力等の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与するこ
と

1527
（注5）

92

5 国立成育医療研究センター 厚労

母性及び父性並びに乳児及び幼児の難治疾患、生殖器疾患その他の疾患であって、児童が健や
かに生まれ、かつ、成育するために特に治療を必要とするもの（以下「成育に係る疾患」という。）
に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提
供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、成育に係る疾患に関する高度かつ専
門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与すること

751
（注5）

50

6 国立長寿医療研究センター 厚労

加齢に伴って生ずる心身の変化及びそれに起因する疾患であって高齢者が自立した日常生活を
営むために特に治療を必要とするもの（以下「加齢に伴う疾患」という。）に係る医療に関し、調査、
研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行う
ことにより、国の医療政策として、加齢に伴う疾患に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、
もって公衆衛生の向上及び増進に寄与すること

434
（注5）
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注３：
注４： H21、Ｈ22の国の財政支出。「平成21年度予算及び財政投融資計画の説明」及び[平成22年度予算及び財政投融資計画の説明」（財務省主計局・理財局）による。
注５： 常勤職員数（任期付きの常勤職員を含む。）は独立行政法人に移行する前の平成21年度予算定員。

平
成
2
2
年
４
月
１
日
か
ら
研
究
開
発
独
立
行
政
法
人
に
追
加

常勤職員数（任期付きの常勤職員を含む。）は平成21年1月現在の数値。
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